
宮城労働局第14次労働災害防止推進計画の概要

重点対策

計画の方向性

〇 厳しい経営環境等様々な事情について、それらをやむを得ないとせず、安全衛生対策に取り組むことが、事業者

にとって経営や人材確保・育成の観点からもプラスであると周知する等、事業者による安全衛生対策の促進と社会

的に評価される環境の整備を図っていく。

〇 引き続き、中小事業主なども含め、事業場の規模、雇用形態や年齢等によらず、どのような働き方においても、

労働者の安全と健康を確保するとともに、誠実に安全衛生に取り組まず労働災害の発生を繰り返す事業者に対して

は厳正に対処する。

（ア）

労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

（社会福祉施設における該当項目は以下のとおり）

●転倒災害対策（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む事業場の割合を2027年までに

50％以上とする。

●卸売業・小売業／医療・福祉の事業場における正社員以外の労働者への安全衛生教育の実施率

を2027年までに80％以上とする。

●介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している事業場の割合を2023年と比較して

2027年までに増加させる。

令和５年(2023年)４月１日～令和10年(2028年)３月31日までの５か年計画
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事故の型別毎の労働災害発生状況

■転倒は、高年齢になるほど労働災害発生率が上昇。
■高年齢女性の転倒災害発生率は特に高い。
⇒ 年齢の上昇に着目した対策は転倒、墜落・転落で特に重要な課題

（とりわけ中高年齢女性の転倒防止）
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動作の反動・無理な動作
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男性の場合、60代以上（平均0.97）は

20代（平均0.28）の約３倍
女性の場合、60代以上（平均2.24）は

20代（平均0.15）の約15倍

(歳)

(歳)

(歳)

(歳)

※便宜上、15~19歳の死傷者数には14歳以下を含めた。
データ出典：労働者死傷病報告（令和３年）

：労働力調査（基本集計・年次・2021年）

※千人率＝労働災害による死傷者数/その年の平均労働者数×1,000

重点（ア）
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全ての労働災害 65歳以上の女性の転倒災害

労働災害発生率

墜落、転落 転倒 激突 飛来、落下

崩壊、倒壊 激突され はさまれ、巻き込まれ 切れ、こすれ

踏み抜き おぼれ 高温・低温の物との接触 有害物等との接触

感電 爆発 破裂 火災

交通事故（道路） 交通事故（その他） 動作の反動、無理な動作 その他

分類不能

重点事項ごとの具体的取組

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと【転倒予防対策】

転倒災害は、 加齢による骨密度の低下が顕著な中高年齢女性を始めとして、極めて高い発生率となっており、対策を

講ずべきリスクであることを認識する。

■ 転倒災害のリスク

中高年齢女性は、骨密度の低下により、骨折しやすい

ため、休業日数が1ヶ月を超える重篤な災害になり得

る。

■ 転倒災害の発生率

高年齢女性は、転倒災害の発生率だけで、全労働者の全

ての労働災害の発生率よりも高い。
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50歳以上の女性における転倒災害の傷病性質内訳

骨折 関節の障害 打撲傷 創傷 その他

7割以上が骨折

全ての労働者の

転倒災害による平均休業見込日数は47日（令和3年）
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転倒災害のみ
６５歳以上の女性

×1000

全ての労働災害
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重点事項ごとの具体的取組

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと【転倒予防対策】

転倒しにくい環境づくり（段差の解消・見える化、通路や作業場所の床の水等の拭き取り、整理整頓の徹底等のハード

対策）だけでなく、個々の労働者の転倒や怪我のしやすさへの対応（転倒等リスクチェックの実施と結果を踏まえた運

動プログラムの導入等、骨粗しょう症検診の受診勧奨等のソフト対策）に取り組む。

■ 転倒等リスクチェック ■運動プログラムの導入等

労働者の身体機能低下を抑制し、転倒災害

を予防する。

■骨粗しょう症検診の受診勧奨

特に高年齢女性に対して、市町村が実施する「骨粗しょう症検診」の受診を勧奨する。

中災防

転倒災害防止のための身体機能向上セミナー

厚生労働省 毎日3分でできる
転びにくい体をつくる職場エクササイズ



重点事項ごとの具体的取組

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと

特に第三次産業において、注意喚起をしておくことで防げた災害も多いことから、パート・アルバイトの労働者も含め

て安全衛生教育を着実に実施する。

アウトプット指標（2027年まで）

■ 転倒災害防止（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む

事業場の割合を50％以上とする。

■ 卸売業・小売業／医療・福祉の事業場における正社員以外の

労働者への安全衛生教育の実施率を80％以上とする。

アウトカム指標（2027年まで）

■ 増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷年千人率を2022年と

比較して男女ともその増加に歯止めをかける。

 転倒による平均休業見込日数を40日以下とする。

■ 安全衛生教育の実施

小売業では47%、医療・福祉では44％が正社員以外への雇入時教育を未実施（平成28年）

（小売業や介護施設等では人手不足により業務多忙が常態化していること等から、雇入時教育等の安全衛生教育が適切に実施されているとはいえない実態がある。）



職場の腰痛災害を取り巻く現状

腰痛災害は、陸上貨物運送事業、保健衛生業で多発しており、職場復帰まで長い期間

がかかるほか、経験年数の短い労働者も被災している

重点（ア）

【保健衛生業の災害事例】

【陸上貨物運送事業の災害事例】

被災者情報

年齢、性別 20代、男性

休業日数 １か月

経験年数 １年

被災者情報

年齢、性別 20代、女性

休業日数 ３か月

経験年数 １か月以内

納品先で台車を使って運んでいたところ、荷が倒れそ
うになったので支えた際に腰に痛みを感じた

浴場に移送するため利用者を抱え上げようとして、腰
に痛みを感じた直後動けなくなった
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重点事項ごとの具体的取組

（ア）労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと【作業に合った腰痛予防対策】

介護・看護：身体の負担軽減のための介護技術（ノーリフトケア）や介護機器等の導入

荷物取扱い：人力による重量物の取扱いをできるだけ避け、リフターや自動搬送装置を使う

重量物注意の警告表示を行っている 等

アウトプット指標（2027年まで）

■ 介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入して

いる事業場の割合を2023年と比較して増加させる。

アウトカム指標（2027年まで）

■ 増加が見込まれる社会福祉施設における腰痛の死傷年千人率を

2022年と比較して減少させる。

抱え上げない介護・看護で、腰痛を防止しましょう！

【自動搬送装置】【リフター】 【重量物注意の警告表示】

【スライディングシート】【スライディングボード】


